様式第１号（第３条、第６条関係）
（表）
建築物エネルギー消費性能適合性判定等に係る手数料計算書

１　判定の別
	判定の別

	計画の建築物エネルギー消費性能適合性判定
（法第11条第１項又は第12条第２項）
	□

	計画変更の建築物エネルギー消費性能適合性判定
（法第11条第２項又は第12条第４項）
	□

	軽微な変更に関する証明書の交付（省令第13条）
	□



２　手数料計算
	申請の区分
	下記(注１)該当の有無
	評価方法
	手数料金額

	一戸建ての住宅
	１戸
	□有・□無
	□性能基準
	円

	
	
	
	□仕様基準
	

	一戸建て住宅以外の住宅(共同住宅等・複合建築物)
	住宅部分
	住戸部分
	　戸
	□有・□無
	□性能基準
	円

	
	
	
	
	
	□仕様基準
	

	
	
	共用部分
	㎡
	
	□標準入力法
	円

	
	
	
	
	
	□評価しない
	

	
	非住宅部分
	Ⓐ工場等以外の部分
	㎡
	
	□標準入力法等
	Ⓐ
円
	Ⓐ＋Ⓑ又はⒸのうち、安価なもの

円

	
	
	
	
	
	□モデル建物法
	
	

	
	
	Ⓑ工場等の部分
	㎡
	
	―
	Ⓑ
円
	

	
	
	Ⓒ非住宅部分全体面積（Ⓐ＋Ⓑ）
	㎡
	
	
	Ⓒ (注２)
円
	

	住宅以外の建築物
(非住宅)
	非住宅部分
	Ⓐ工場等以外の部分
	㎡
	□有・□無
	□標準入力法等
	Ⓐ
円
	Ⓐ＋Ⓑ又はⒸのうち、安価なもの

円

	
	
	
	
	
	□モデル建物法
	
	

	
	
	Ⓑ工場等の部分
	㎡
	
	―
	Ⓑ
円
	

	
	
	Ⓒ非住宅部分全体面積（Ⓐ＋Ⓑ）
	㎡
	
	
	Ⓒ(注２)
円
	

	手数料金額　計
	　　　　 円



（注１）　複数建築物の性能向上計画認定を受けた「他の建築物」の場合又は共同住宅等の共用部分のみの申請であって共用部分を評価しない場合
　（注２）　Ⓒ非住宅部分全体の床面積を工場等以外として算出した金額

（裏）
（注意）

１　判定の別
判定の別に応じてチェックボックスに、「」マークを入れてください。
２　手数料計算
（１）床面積には、適合性判定の対象床面積（増改築にあっては、既存部分を除いた床面積）を記入してください。
（２）次に掲げる場合に該当する場合にあっては、「下記(注１)該当の有無」の「有」のチェックボックスに、「」マークを入れてください。該当しない場合にあっては、「無」のチェックボックスに「」マークを入れてください。
ア　複数建築物の性能向上計画認定を受けた「他の建築物」の場合
イ　共同住宅等の共用部分のみの申請であって共用部分を評価しない場合
（３）「下記(注１)該当の有無」の「無」のチェックボックスに、「」マークを入れた場合にあっては、該当する評価方法のチェックボックスに、「」マークを入れてください。
（４）（２）イに該当する場合を除き、共用部分の一次エネルギー消費量を評価しない場合にあっては、当該区分の額を記入する必要はありません。
（５）住戸部分全体を仕様基準で評価する場合にのみ、当該評価方法の額を適用してください。
（６）非住宅部分全体をモデル建物法で評価する場合にのみ、当該評価方法の額を適用してください。
（７）「工場等以外」と「工場等」の複合用途の場合には、各々の床面積で算出した金額の合計金額としてください。ただし、全体を「工場等以外」として算出した金額を超える場合は、全体を「工場等以外」として算出した金額としてください。
なお、「工場等」とは、建築基準法上の用途が次のものをいいます。
　　ア　工場
　　イ　危険物の貯蔵又は処理に供するもの
　　ウ　水産物の増殖上若しくは養殖場
　　エ　倉庫
　　オ　卸売市場
　　カ　農産物の生産、集荷、処理又は貯蔵に供するもの
　　キ　火葬場又はと畜場、汚物処理場、ごみ焼却場その他の処理施設
（８）（２）アに該当する場合にあっては、当該計画に係る認定通知書の写し及び概要が分かる配置図等を提出してください。

